
①　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

当期償却額

建 物 0 2,923,162 0 2,923,162 21,923 21,923 2,901,239

構 築 物 0 1,274,805 0 1,274,805 28,683 28,683 1,246,122

船 舶 0 6,982,500 0 6,982,500 209,474 209,474 6,773,026

車 両
運 搬 具

10,978,116 3,036,042 0 14,014,158 2,732,282 2,732,282 11,281,876

工 具 器具
備 品

237,433,938 253,140,812 0 490,574,750 51,032,821 51,032,821 439,541,929

　計 248,412,054 267,357,321 0 515,769,375 54,025,183 54,025,183 461,744,192

建 物 4,189,734,430 39,606,000 0 4,229,340,430 197,994,584 197,994,584 4,031,345,846

構 築 物 419,023,248 0 28,089 418,995,159 38,916,411 38,916,411 380,078,748

船 舶 929,298,356 0 382,018 928,916,338 121,870,763 121,870,763 807,045,575

工 具 器具
備 品

104,255,693 0 564,160 103,691,533 15,331,608 15,331,608 88,359,925

　計 5,642,311,727 39,606,000 974,267 5,680,943,460 374,113,366 374,113,366 5,306,830,094

土 地 5,902,118,162 0 0 5,902,118,162
0

0 5,902,118,162

　計 5,902,118,162 0 0 5,902,118,162 0 0 5,902,118,162

建 物 4,189,734,430 42,529,162 0 4,232,263,592 198,016,507 198,016,507 4,034,247,085

構 築 物 419,023,248 1,274,805 28,089 420,269,964 38,945,094 38,945,094 381,324,870

船 舶 929,298,356 6,982,500 382,018 935,898,838 122,080,237 122,080,237 813,818,601

車 両
運 搬 具

10,978,116 3,036,042 0 14,014,158 2,732,282 2,732,282 11,281,876

合     計
工 具 器具
備 品

341,689,631 253,140,812 564,160 594,266,283 66,364,429 66,364,429 527,901,854

土 地 5,902,118,162 0 0 5,902,118,162 0 0 5,902,118,162

　計 11,792,841,943 306,963,321 974,267 12,098,830,997 428,138,549 428,138,549 11,670,692,448

ソフトウェア 0 1,701,000 0 1,701,000 28,350 28,350 1,672,650

電 話
加 入 権

0 184,000 0 184,000 0 0 184,000

　計 0 1,885,000 0 1,885,000 28,350 28,350 1,856,650

その他資
産

0 150,000 0 150,000 150,000

計
0 150,000 0 150,000 150,000

摘 要当期減少額
減 価 償 却 累 計 額

期 首 残 高 当期増加額 期 末 残 高
差引当期末
残         高

附 属 明 細 書

その他
の資産

有形固
定資産
（償却費
損益外）

非 償 却
資 　  産

無 形 固
定 資 産

有 形 固
定 資 産

注　期首残高は、平成１３年４月１日発足のため、政府からの出資及び譲与額を記載したものです。

有形固
定資産
（償却費
損益内）

資  産  の  種  類



②　たな卸資産の明細

当期購入･
製造・振替

そ　の　他 払出・振替 そ　の　他

郵便はがき 0 29,450 0 26,250 0 3,200

郵 便 切 手 0 1,002,040 0 802,580 0 199,460

合 計 0 1,031,490 0 828,830 0 202,660

種　　　　類 期末残高 摘   要期首残高
当　期　増　加　額 当　期　減　少　額



③　資本金及び資本剰余金の明細及び増減

期  首  残  高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期  末  残  高 摘           要

政 府 出 資 金 11,544,429,889 0 0 11,544,429,889 注

計 11,544,429,889 0 0 11,544,429,889

施　　設　　費 0 39,606,000 0 39,606,000 施設整備

運営費交付金 0 334,000 0 334,000
電話加入権購入
及び出資金

損益外固定資
産除売却差額

0 -974,267 0 -974,267
政府出資財産の
除却に伴う差額

計 0 38,965,733 0 38,965,733

損益外減価償
却　累　計　額

0 -374,113,366 0 -374,113,366

計 0 -374,113,366 0 -374,113,366

差　引　計 0 -335,147,633 0 -335,147,633

注　　期首残高は、平成１３年４月１日発足のため、政府からの出資額を記載したものです。

区　　　　　　　　　分

資本剰余金

資　本　金



④　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

①運営費交付金債務

交  付  金

当期交付額

平 成 13 年 度 0 1,912,742,000 1,840,485,472 22,300,637 334,000 1,863,120,109 49,621,891

合　　　　　計 0 1,912,742,000 1,840,485,472 22,300,637 334,000 1,863,120,109 49,621,891

②運営費交付金収益

当　　　期　　　振　　　替　　　額

運営費交 資産見返運

　　業務等の区分がされていないので記載を省略しています。

小　　　　計

交　付　年　度 期　首　残　高

資 本 剰 余 金
付金収益 営費交付金

期  末  残  高



⑤　役員及び職員の給与費の明細

役　　　　　員 29,804,886 4 0 0

職　　　　　員 1,137,370,291 150 96,073,010 5

合　　　　　計 1,167,175,177 154 96,073,010 5

※　注記事項

２．職員の給与の支給人員数は年間の支給対象総人員数であります。
　又職員に対する支給の基準は、職員給与規程に定められております。

区　　　　　分
支    給    額支    給    額 支 給 人 員

報 酬 又 は 給 与 退  職  手  当

支 給 人 員

１．役員に対する支給の基準は、海員学校役員報酬規程及び役員退職手当支給規程に定められております。



⑥　開示すべきセグメント情報

セグメント記載

事業費用 284,097,942 1,025,265,277 54,104,878 1,363,468,097 524,082,375 1,887,550,472

事業収益 284,097,942 1,025,265,277 54,104,878 1,363,468,097 524,082,375 1,887,550,472

事業損益 0 0 0 0 0 0

総資産 3,754,740,729 6,329,733,135 1,137,056,479 11,221,530,343 670,026,007 11,891,556,350

85,148,596 円
261,896,503 円
14,965,763 円
12,102,504 円

                    行う。

全社 合計専修科教育 本科教育 司ちゅう・事務科教育 計

　　専修科教育　　　　　　  高等学校における教育の基礎の上に、海員となるに必要な専門教育を行う。
　　本科教育　　　　　　　   中学校における教育の基礎の上に、海員となるに必要な高等普通教育及び専門教育を行う。
　　司ちゅう・事務科教育  船舶料理士となるに必要な専門教育に加えて、近代化船における船内事務に必要な専門教育を

１．事業区分の方法
　　事業は、教育科別に区分しております。

２．各区分の事業内容

３．事業費用のうち、全社の項目に含めた配賦不能事業費用は、主に一般管理費であります。

４．総資産のうち、全社の項目に含めた全社資産は、主に管理部門に係る資産であります。

　　司ちゅう・事務科教育
　　全社

５．各区分の損益外減価償却相当額
　　専修科教育
　　本科教育


